
金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額� （単位：百万円、％）

区 分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

保全率
（D）／（A）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

令和3年3月末 15 0 15 15 100.00

令和3年9月末 14 0 14 14 100.00

危 険 債 権
令和3年3月末 46 41 3 44 96.74

令和3年9月末 54 36 12 48 90.12

要 管 理 債 権
令和3年3月末 1 0 0 0 0.88

令和3年9月末 1 0 0 0 1.04

金 融 再 生 法
開 示 債 権 計

令和3年3月末 63 41 18 60 94.85

令和3年9月末 69 36 26 62 90.37

正 常 債 権
令和3年3月末 32,012

令和3年9月末 31,446

合 計
令和3年3月末 32,075

令和3年9月末 31,515

（注）令和3年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテ
ゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算出しております。したがって、令和3年3月末の計数とは算出方法
が異なるため、計数は連続しておりません。

〈令和3年9月末の算出方法〉
1． 債務者区分については原則として令和3年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。

ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに内部格付による債務者区分の変更等の
あった債務者については、当組合の定める基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

2． 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者
に対する債権の合計です。

3． 「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
4． 「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、貸出条件を緩和し

ている債権及び3か月以上延滞している貸出債権の合計です。
5． 「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれ

らに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権の合計です。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応について（令和3年4月～令和3年9月）
　該当なし

職域貢献活動（令和3年4月～令和3年9月）
・当組合の経営理念や組合員としての有利性、利便性等をディスクロージャー誌や警察機関誌、ホームページに情報開示し
ました。
・令和3年6月15日から同年8月31日まで、マイナンバーカードの取得を促進する「マイナンバー定期預金キャンペーン」
を実施しました。
・令和3年9月より、「子育てサポートローン」の新設及び「退寮・駐在・出向サポートローン」、「福祉車両購入時等におけ
る自動車ローン金利引下げ」、「産休・育休・時短の方における元本据置」制度の拡充をしました。
・令和3年9月より、「住宅ローン10年固定金利引下げキャンペーン」を実施中です。
・住宅メーカーとの提携先を拡大中で、当組合の融資を利用されると特典が受けられるようになりました。
・県警の交通事故防止活動を支援するため、県警本部近くの交差点で安全運転を呼びかけるボードを手にドライバーに注意
を促しました。

トピックス（令和3年4月～令和3年9月）
・組合員還元として、令和2年度の利用分量配当金を令和3年6月25日付で組合員の皆様の普通預金口座へ入金しました。
（預金利息の20％、貸付金利息の5％）
・令和2年度分の出資配当金を令和3年6月25日付で組合員の皆様の普通預金口座へ入金しました。
　　（出資配当金　年率6％）
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貸借対照表� （単位：千円）
科 目 金　　　　額

（資産の部） 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
現 金 83,302 107,199
預 け 金 13,298,183 10,506,737
有 価 証 券 18,576,690 18,697,930

国 債 1,252,980 1,737,340
地 方 債 1,625,760 1,627,030
社 債 15,697,850 15,333,460
株 式 100 100
そ の 他 の 証 券 ― ―

貸 出 金 31,480,944 32,033,573
証 書 貸 付 31,119,884 31,651,697
当 座 貸 越 361,059 381,875

そ の 他 資 産 469,749 483,840
未 決 済 為 替 貸 1,512 5,141
全 信 組 連 出 資 金 365,800 365,800
前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 75,632 80,937
そ の 他 の 資 産 26,804 31,961

有 形 固 定 資 産 24,948 30,244
その他の有形固定資産 24,948 30,244

無 形 固 定 資 産 5,420 7,287
ソ フ ト ウ ェ ア 5,420 7,287
その他の無形固定資産 ― ―

繰 延 税 金 資 産 ― ―
貸 倒 引 当 金 △124,633 △120,604

（うち個別貸倒引当金） （△26,402） （△18,667）

資 産 の 部 合 計 63,814,604 61,746,209

科 目 金　　　　額
（負債の部） 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末

預 金 積 金 53,381,422 51,464,168
普 通 預 金 20,876,700 19,833,916
定 期 預 金 32,463,989 31,549,594
定 期 積 金 40,316 80,275
そ の 他 の 預 金 416 382

借 用 金 4,200,000 4,200,000
借 入 金 4,200,000 4,200,000
当 座 借 越 ― ―

そ の 他 負 債 127,811 104,808
未 決 済 為 替 借 45,246 35,840
未 払 費 用 44,356 53,697
給 付 補 塡 備 金 12 52
未 払 法 人 税 等 36,927 12,290
前 受 収 益 ― ―
払 戻 未 済 金 ― 1,021
そ の 他 の 負 債 1,268 1,905

賞 与 引 当 金 7,897 9,138
退 職 給 付 引 当 金 42,372 51,728
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,412 ―
繰 延 税 金 負 債 70,568 50,001
負 債 の 部 合 計 57,831,484 55,879,845

（純資産の部）
出 資 金 63,324 61,682

普 通 出 資 金 63,324 61,682
利 益 剰 余 金 5,673,109 5,613,998

利 益 準 備 金 61,682 61,053
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,611,427 5,552,945

特 別 積 立 金 5,519,570 5,459,570
（うち目的積立金） （125,000） （125,000）
当期未処分剰余金 91,857 93,375

組 合 員 勘 定 合 計 5,736,433 5,675,681
その他有価証券評価差額金 246,686 190,683
評価・換算差額等合計 246,686 190,683
純 資 産 の 部 合 計 5,983,119 5,866,364
負債及び純資産の部合計 63,814,604 61,746,209

損益計算書� （単位：千円）
科 目 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
経 常 収 益 342,685 647,322

資 金 運 用 収 益 299,392 610,841
貸 出 金 利 息 207,713 436,914
預 け 金 利 息 5,884 7,879
有価証券利息配当金 78,635 158,887
その他の受入利息 7,159 7,159

役 務 取 引 等 収 益 2,566 4,835
受 入 為 替 手 数 料 1,552 2,895
その他の役務収益 1,013 1,940

そ の 他 業 務 収 益 40,726 22,197
国債等債券売却益 5,249 984
国債等債券償還益 ― 27
その他の業務収益 35,476 21,184

そ の 他 経 常 収 益 0 9,448
貸倒引当金戻入益 ― 9,446
その他の経常収益 0 1

経 常 費 用 219,662 534,269
資 金 調 達 費 用 15,263 29,086

預 金 利 息 14,996 29,139
給付補塡備金繰入額 19 93
借 用 金 利 息 247 △146

役 務 取 引 等 費 用 54,565 111,678
支 払 為 替 手 数 料 14,774 29,956
その他の役務費用 39,791 81,722

そ の 他 業 務 費 用 ― 58,433
国債等債券売却損 ― ―
国債等債券償還損 ― 73
国 債 等 債 券 償 却 ― 58,360
その他の業務費用 ― ―

経 費 144,253 330,599
人 件 費 86,409 213,031
物 件 費 57,927 117,121
税 金 △ 84 446

そ の 他 経 常 費 用 5,580 4,471
貸倒引当金繰入額 4,029 ―
貸 出 金 償 却 864 4,469
そ の 他 資 産 償 却 ― ―
その他の経常費用 687 1

経 常 利 益 123,023 113,053

科　　　　　　　 目 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
特 別 利 益 ― ―

固 定 資 産 処 分 益 ― ―
そ の 他 の 特 別 利 益 ― ―

特 別 損 失 726 ―
固 定 資 産 処 分 損 ― ―
そ の 他 の 特 別 損 失 726 ―

税 引 前 当 期 純 利 益 122,296 113,053
法人税、住民税及び事業税 33,761 11,061
法 人 税 等 調 整 額 △996 13,069
法 人 税 等 合 計 32,765 24,131
当 期 純 利 益 89,531 88,921
繰越金（当期首残高） 2,325 4,454
当 期 未 処 分 剰 余 金 91,857 93,375

預金・貸出金の状況� （単位：百万円）

区 分 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
預 金 残 高 53,381 51,464

貸 出 金 残 高 31,480 32,033

自己資本比率（国内基準）� （単位：％）

令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
自己資本比率 16.99 16.98 

貸出金業種別残高・構成比�（単位：百万円、％）

業　 種　 別
令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
金額 構成比 金額 構成比

個人（住宅・消費・納税資金等） 31,480 100.0 32,033 100.0 

合 計 31,480 100.0� 32,033 100.0�

損益の状況� （単位：百万円）

区 分 令和3年9月末
業  務  純  益 132 

実 質 業 務 純 益 128 

コ ア 業 務 純 益 123 

コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。） 123 

経  常  利  益 123 

当 期 純 利 益  89 

有価証券の時価等情報�
◎満期保有目的の債券
該当なし

◎その他有価証券 （単位：百万円）

種　類
令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計 上 額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えるもの

株 式 ― ― ― ― ― ―

債 券 17,181 16,834 346 15,977 15,693 283

国 債 1,252 1,195 57 1,243 1,195 48

地 方 債 1,625 1,599 26 1,627 1,599 27

社 債 14,303 14,039 263 13,106 12,898 208

そ の 他 ― ― ― ― ― ―

小 計 17,181 16,834 346 15,977 15,693 283

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 0 0 ― 0 0 ―

債 券 1,394 1,400 △ 5 2,720 2,740 △ 19

国 債 ― ― ― 493 499 △ 5

地 方 債 ― ― ― ― ― ―

社 債 1,394 1,400 △ 5 2,226 2,240 △ 13

そ の 他 ― ― ― ― ― ―

小 計 1,394 1,400 △�5 2,720 2,740 △�19

合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 18,576 18,235 341 18,697 18,433 264

（注）各計数は、単位未満を切捨てで表示していますので、合計が一致しない場合があります。

経営情報（半期情報の開示について）
　令和3年度上半期（令和3年4月1日～令和3年9月30日）における経営情報をお知らせいたします。
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貸借対照表� （単位：千円）
科 目 金　　　　額

（資産の部） 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
現 金 83,302 107,199
預 け 金 13,298,183 10,506,737
有 価 証 券 18,576,690 18,697,930

国 債 1,252,980 1,737,340
地 方 債 1,625,760 1,627,030
社 債 15,697,850 15,333,460
株 式 100 100
そ の 他 の 証 券 ― ―

貸 出 金 31,480,944 32,033,573
証 書 貸 付 31,119,884 31,651,697
当 座 貸 越 361,059 381,875

そ の 他 資 産 469,749 483,840
未 決 済 為 替 貸 1,512 5,141
全 信 組 連 出 資 金 365,800 365,800
前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 75,632 80,937
そ の 他 の 資 産 26,804 31,961

有 形 固 定 資 産 24,948 30,244
その他の有形固定資産 24,948 30,244

無 形 固 定 資 産 5,420 7,287
ソ フ ト ウ ェ ア 5,420 7,287
その他の無形固定資産 ― ―

繰 延 税 金 資 産 ― ―
貸 倒 引 当 金 △124,633 △120,604

（うち個別貸倒引当金） （△26,402） （△18,667）

資 産 の 部 合 計 63,814,604 61,746,209

科 目 金　　　　額
（負債の部） 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末

預 金 積 金 53,381,422 51,464,168
普 通 預 金 20,876,700 19,833,916
定 期 預 金 32,463,989 31,549,594
定 期 積 金 40,316 80,275
そ の 他 の 預 金 416 382

借 用 金 4,200,000 4,200,000
借 入 金 4,200,000 4,200,000
当 座 借 越 ― ―

そ の 他 負 債 127,811 104,808
未 決 済 為 替 借 45,246 35,840
未 払 費 用 44,356 53,697
給 付 補 塡 備 金 12 52
未 払 法 人 税 等 36,927 12,290
前 受 収 益 ― ―
払 戻 未 済 金 ― 1,021
そ の 他 の 負 債 1,268 1,905

賞 与 引 当 金 7,897 9,138
退 職 給 付 引 当 金 42,372 51,728
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,412 ―
繰 延 税 金 負 債 70,568 50,001
負 債 の 部 合 計 57,831,484 55,879,845

（純資産の部）
出 資 金 63,324 61,682

普 通 出 資 金 63,324 61,682
利 益 剰 余 金 5,673,109 5,613,998

利 益 準 備 金 61,682 61,053
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,611,427 5,552,945

特 別 積 立 金 5,519,570 5,459,570
（うち目的積立金） （125,000） （125,000）
当期未処分剰余金 91,857 93,375

組 合 員 勘 定 合 計 5,736,433 5,675,681
その他有価証券評価差額金 246,686 190,683
評価・換算差額等合計 246,686 190,683
純 資 産 の 部 合 計 5,983,119 5,866,364
負債及び純資産の部合計 63,814,604 61,746,209

損益計算書� （単位：千円）
科 目 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
経 常 収 益 342,685 647,322

資 金 運 用 収 益 299,392 610,841
貸 出 金 利 息 207,713 436,914
預 け 金 利 息 5,884 7,879
有価証券利息配当金 78,635 158,887
その他の受入利息 7,159 7,159

役 務 取 引 等 収 益 2,566 4,835
受 入 為 替 手 数 料 1,552 2,895
その他の役務収益 1,013 1,940

そ の 他 業 務 収 益 40,726 22,197
国債等債券売却益 5,249 984
国債等債券償還益 ― 27
その他の業務収益 35,476 21,184

そ の 他 経 常 収 益 0 9,448
貸倒引当金戻入益 ― 9,446
その他の経常収益 0 1

経 常 費 用 219,662 534,269
資 金 調 達 費 用 15,263 29,086

預 金 利 息 14,996 29,139
給付補塡備金繰入額 19 93
借 用 金 利 息 247 △146

役 務 取 引 等 費 用 54,565 111,678
支 払 為 替 手 数 料 14,774 29,956
その他の役務費用 39,791 81,722

そ の 他 業 務 費 用 ― 58,433
国債等債券売却損 ― ―
国債等債券償還損 ― 73
国 債 等 債 券 償 却 ― 58,360
その他の業務費用 ― ―

経 費 144,253 330,599
人 件 費 86,409 213,031
物 件 費 57,927 117,121
税 金 △ 84 446

そ の 他 経 常 費 用 5,580 4,471
貸倒引当金繰入額 4,029 ―
貸 出 金 償 却 864 4,469
そ の 他 資 産 償 却 ― ―
その他の経常費用 687 1

経 常 利 益 123,023 113,053

科　　　　　　　 目 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
特 別 利 益 ― ―

固 定 資 産 処 分 益 ― ―
そ の 他 の 特 別 利 益 ― ―

特 別 損 失 726 ―
固 定 資 産 処 分 損 ― ―
そ の 他 の 特 別 損 失 726 ―

税 引 前 当 期 純 利 益 122,296 113,053
法人税、住民税及び事業税 33,761 11,061
法 人 税 等 調 整 額 △996 13,069
法 人 税 等 合 計 32,765 24,131
当 期 純 利 益 89,531 88,921
繰越金（当期首残高） 2,325 4,454
当 期 未 処 分 剰 余 金 91,857 93,375

預金・貸出金の状況� （単位：百万円）

区 分 令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
預 金 残 高 53,381 51,464

貸 出 金 残 高 31,480 32,033

自己資本比率（国内基準）� （単位：％）

令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
自己資本比率 16.99 16.98 

貸出金業種別残高・構成比�（単位：百万円、％）

業　 種　 別
令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末
金額 構成比 金額 構成比

個人（住宅・消費・納税資金等） 31,480 100.0 32,033 100.0 

合 計 31,480 100.0� 32,033 100.0�

損益の状況� （単位：百万円）

区 分 令和3年9月末
業  務  純  益 132 

実 質 業 務 純 益 128 

コ ア 業 務 純 益 123 

コ ア 業 務 純 益
（投資信託解約損益を除く。） 123 

経  常  利  益 123 

当 期 純 利 益  89 

有価証券の時価等情報�
◎満期保有目的の債券
該当なし

◎その他有価証券 （単位：百万円）

種　類
令和3年9月末 〈参考〉令和3年3月末

貸借対照表
計 上 額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計 上 額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えるもの

株 式 ― ― ― ― ― ―

債 券 17,181 16,834 346 15,977 15,693 283

国 債 1,252 1,195 57 1,243 1,195 48

地 方 債 1,625 1,599 26 1,627 1,599 27

社 債 14,303 14,039 263 13,106 12,898 208

そ の 他 ― ― ― ― ― ―

小 計 17,181 16,834 346 15,977 15,693 283

貸 借 対 照 表 計 上 額 が
取得原価を超えないもの

株 式 0 0 ― 0 0 ―

債 券 1,394 1,400 △ 5 2,720 2,740 △ 19

国 債 ― ― ― 493 499 △ 5

地 方 債 ― ― ― ― ― ―

社 債 1,394 1,400 △ 5 2,226 2,240 △ 13

そ の 他 ― ― ― ― ― ―

小 計 1,394 1,400 △�5 2,720 2,740 △�19

合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 18,576 18,235 341 18,697 18,433 264

（注）各計数は、単位未満を切捨てで表示していますので、合計が一致しない場合があります。

経営情報（半期情報の開示について）
　令和3年度上半期（令和3年4月1日～令和3年9月30日）における経営情報をお知らせいたします。
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金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額� （単位：百万円、％）

区 分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

保全率
（D）／（A）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

令和3年3月末 15 0 15 15 100.00

令和3年9月末 14 0 14 14 100.00

危 険 債 権
令和3年3月末 46 41 3 44 96.74

令和3年9月末 54 36 12 48 90.12

要 管 理 債 権
令和3年3月末 1 0 0 0 0.88

令和3年9月末 1 0 0 0 1.04

金 融 再 生 法
開 示 債 権 計

令和3年3月末 63 41 18 60 94.85

令和3年9月末 69 36 26 62 90.37

正 常 債 権
令和3年3月末 32,012

令和3年9月末 31,446

合 計
令和3年3月末 32,075

令和3年9月末 31,515

（注）令和3年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテ
ゴリーにより分類し、以下の簡便な方法により算出しております。したがって、令和3年3月末の計数とは算出方法
が異なるため、計数は連続しておりません。

〈令和3年9月末の算出方法〉
1． 債務者区分については原則として令和3年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。

ただし、4月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに内部格付による債務者区分の変更等の
あった債務者については、当組合の定める基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

2． 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者
に対する債権の合計です。

3． 「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
4． 「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、貸出条件を緩和し

ている債権及び3か月以上延滞している貸出債権の合計です。
5． 「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれ

らに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権の合計です。

「経営者保証に関するガイドライン」への対応について（令和3年4月～令和3年9月）
　該当なし

職域貢献活動（令和3年4月～令和3年9月）
・当組合の経営理念や組合員としての有利性、利便性等をディスクロージャー誌や警察機関誌、ホームページに情報開示し
ました。
・令和3年6月15日から同年8月31日まで、マイナンバーカードの取得を促進する「マイナンバー定期預金キャンペーン」
を実施しました。
・令和3年9月より、「子育てサポートローン」の新設及び「退寮・駐在・出向サポートローン」、「福祉車両購入時等におけ
る自動車ローン金利引下げ」、「産休・育休・時短の方における元本据置」制度の拡充をしました。
・令和3年9月より、「住宅ローン10年固定金利引下げキャンペーン」を実施中です。
・住宅メーカーとの提携先を拡大中で、当組合の融資を利用されると特典が受けられるようになりました。
・県警の交通事故防止活動を支援するため、県警本部近くの交差点で安全運転を呼びかけるボードを手にドライバーに注意
を促しました。

トピックス（令和3年4月～令和3年9月）
・組合員還元として、令和2年度の利用分量配当金を令和3年6月25日付で組合員の皆様の普通預金口座へ入金しました。
（預金利息の20％、貸付金利息の5％）
・令和2年度分の出資配当金を令和3年6月25日付で組合員の皆様の普通預金口座へ入金しました。
　　（出資配当金　年率6％）
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